
提案書作成要領 

             

     

 本業務における提案書作成要領は次のとおりです。       

  

１ 件名 

 OPEN YOKOHAMA 2012 キャンペーン広報物制作業務委託 

 

２ 業務の内容 

 別紙業務説明資料のとおり 

 

３ プロポーザルの参加資格 
 (1) プロポーザル参加者（以下、「参加者」という）の構成 

ア 参加者は、単独の法人又は複数の団体により構成される共同事業体とします。なお、共同

事業体で応募する場合は、代表団体とそれ以外の共同団体を決め、代表団体が参加手続きを

行います。 

イ 同一参加者が複数の提案を行うことはできません。 

ウ 複数の共同事業体の構成員になることはできません。  

エ 提案書(様式３)提出以降は、原則として共同事業体の構成員の変更及び追加を行うことは

できません。 

(2) 参加者（共同事業体の場合は代表団体）の要件 

ア 法人格を有すること 

イ (5)に挙げる参加者の制限に触れないこと 

(3) 共同事業体における共同団体の要件 

   ア (5)に挙げる参加者の制限に触れないこと 

(4) ディレクターの要件 

参加者は、次の項目に該当する者を必ずディレクターとして登録してください。登録後は原

則として変更できません。 

ア 本キャンペーンを効果的にプロモーションするための広報物・コミュニケーションツール

の制作業務を統括できる能力があると認められる者。 

イ 参加者（共同事業体の場合は代表団体もしくは共同団体）に所属する者。ただし、所属団

体の代表者と同一である必要はありません。 

(5) 参加者の制限 

次のいずれかに該当する者は、参加者となることはできません。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者 

イ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づき破産手続開始の申立てがなされた者及びその開

始決定がされている者 

ウ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更正手続開始の申立てがなされている者 

エ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者 

オ 参加意向申出書提出時点において、横浜市の一般競争入札の参加停止、または指名競争入

札の指名停止の措置を受けている者 



カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 2 号

に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者 

キ 最近 1年間の法人税、消費税及び地方消費税を滞納している者 

ク 本事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有しない者 

ケ 過去又は予定も含め、本公募の評価委員会の委員が属する者 

コ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする者 

 

４ 参加意向申出手続き 

  本要領等に基づき、プロポーザル参加の意思について、参加意向申出書（様式２－１又は 

２－２）・誓約書（様式２－３）により提出をお願いします。 

 

(1) 提出期限 平成 24 年 2 月 13 日（月）午後５時まで（必着） 

(2) 提出先  〒231-8315 横浜市中区本町６－５０－１ 

      OPEN YOKOHAMA 実行委員会事務局（ヨコハマ創造都市センター内） 

      電話：０４５－２２１－０３２５ 

(3) 提出方法 郵送または持参 

 

 

 

 

 

 

(4) 提出書類 

ア 参加意向申出書（様式２－１） １部（共同提案の場合は、様式２－２） 

イ 誓約書（様式２－３） １部（共同提案の場合は、参加する各社１部ずつ） 

ウ 参加資格確認結果通知書の返信用封筒 １枚 

※定形サイズの封筒を使用し、通知書郵送先のあて先を明記のうえ、８０円切手を貼付して

ください。 

 (5) 提案資格確認結果の通知 

ア 応募者の提案資格を確認し、資格の有無に関わらず参加資格確認結果通知書兼プロポーザル

関係書類提出要請書を送付いたします。 

イ 提案資格が確認されなかった旨の通知を受けた応募者は、書面により提案資格が確認されな

かった理由の説明を求めることができます。 

  なお、書面は OPEN YOKOHAMA 実行委員会事務局が通知を発送した日の翌日起算で、５

日後の午後５時までに OPEN YOKOHAMA 実行委員会事務局まで提出してください。 

ウ 前項により説明を求められたときは、OPEN YOKOHAMA 実行委員会事務局が書面を受領

した日の翌日起算で、５日以内に説明を求めた者に対して、書面により回答いたします。 

 

５ 質問書（様式１）の提出 

 本要領等の内容について疑義のある場合は、次により質問書の提出をお願いします。質問内容及

び回答については、プロポーザル提出要請者全員に電子メールで通知します。なお、質問事項のな

（注意） ・原則として提出期限を過ぎた場合は受け付けません。ただし、配達 

業者の事由により到着が遅れた場合は、その証明をもって受け付けます。

 ・郵送の場合は、発送後に必ず担当まで電話連絡を行ってください。 

 ・持参の場合は、平日午前 11 時～午後５時の間に、OPEN YOKOHAMA

実行委員会事務局までお願いします。 



い場合は、質問書の提出は不要です。 

 

(1) 提出期限 平成 24 年 2 月 15 日（水）から 2 月 21 日（火）午後５時まで（必着） 

(2) 提出先  OPEN YOKOHAMA 実行委員会事務局（ヨコハマ創造都市センター内） 

      メールアドレス：invitation-yokohama@yaf.or.jp 

      電話：０４５－２２１－０３２５ 

(3) 提出方法 電子メール 

       送信形式はテキスト形式とし、質問書は添付ファイルとして Microsoft Word また

はテキストファイルとして下さい。また必ず電話による着信確認を行ってください。 

(4) 回答日及び回答方法 平成 24 年 2 月 23 日（木）までに電子メールで回答します。 

 

６ 提案書(様式３)の提出 

(1) 提出部数 10 部（正９部、複写用１部） 

(2) 提出先  〒231-8315 横浜市中区本町６－５０－１ 

      OPEN YOKOHAMA 実行委員会事務局（ヨコハマ創造都市センター内） 

(3) 提出期間  2 月 28 日(火)午前 11 時～2 月 29 日（水）午後７時まで（必着） 

      持参の場合は、午前 11 時～午後 7 時の間に受け付けます。 

(4) 提出方法  持参又は郵送（郵送の場合は書留郵便とし、期限までに到着するように発

送して下さい。梱包表面には、必ず朱書きで「OPEN YOKOHAMA 2012 

広報物制作業務委託 提案書」と明記してください。） 

 

７ 提案書の内容 

(1) 提案書は、次の項目を所定の様式(様式３)に記載して下さい。 

  １ 提案事業者の概要 

２ 類似実績 

３ ディレクターの業務実績 

４ 業務実施体制 

５ 具体的な提案内容（質問【１】～【５】。そのうち【１】～【４】は必須回答） 

６ 業務スケジュール 

ただし「５ 具体的な提案内容」、「６ 業務スケジュール」は別書式での提出も可とします。 

(2) 提案書(様式３)の提出にあたっては、参考見積書（様式４）及び内訳書をあわせて提出してく

ださい。 

(3) 作成にあたっては、以下の点に注意してください。 

ア 提案は、考え方を文書で簡潔に記述して下さい。 

イ 文書を補完するため最小限のイメージ図・イラスト・写真等の使用は可能です。 

ウ 多色刷り可とします。ただしキービジュアル、キャッチコピーの提案は多色刷りで作成・

提出とします。 

 

８ プロポーザルに関するヒアリング 

  次により提案内容に関するヒアリングを行います。 

(1) 実施日時  平成 24 年 3 月上旬 



  (2) 実施場所  〒231-8315 横浜市中区本町６－５０－１ 

       ヨコハマ創造都市センター 

(3) 出席者   参加者に所属する方で５名以内とし、必ずディレクターを含めてください。なお、   

共同事業体の場合も同様です。 

(4) 機材等   ノートパソコン、プロジェクタの持ち込み可。 

(5) その他   

ア 日時等詳細については別途お知らせします。 

  イ 参加者多数の場合は、書類選考を実施し、通過した参加者に対してヒアリングを実施します。 

 

９ 審査委員会 

 本プロポーザルの実施及び特定等に関する審議は、次に示す委員会で行います。 

 名 称 OPEN YOKOHAMA 2012 キャンペーン広報物制作業務委託プロポーザル評価委員会 

所掌事務 プロポーザルの評価・特定、受託者の選定に関すること 

委 員 ・OPEN YOKOHAMA 実行委員長 

・OPEN YOKOHAMA 実行委員会 副委員長  

・OPEN YOKOHAMA 実行委員会から１名 

・横浜観光コンベンションビューロー 経営担当部長 

・OPEN YOKOHAMA 広報ディレクター 

・OPEN YOKOHAMA プログラムコーディネーター 

・OPEN YOKOHAMA 実行委員会事務局から１名 

   

10 提案書の評価項目 

（１）委託目的の理解度及び受託に必要な基本的知識 

（２）キービジュアル、キャッチコピーの企画・構成力 

（３）ガイドブックの企画・構成力 

（４）公式ＷＥＢサイトの企画・構成力 

（５）広報制作物全体・キャンペーンツールの戦略性・独自性 

（６）提案内容の実現性とスケジュール 

（７）従事スタッフの構成・人数など 

（８）類似業務の実績と効果  

  

11 その他 

(1) 提案書の作成及び提出等に係る費用は貴社の負担とします。 

(2) 特定・非特定の通知 

 提案書を提出した者のうち、プロポーザルを特定した者及び特定されなかった者に対して、そ

の旨及びその理由を書面により通知します。 

  (3) 手続において使用する言語及び通貨 

ア 言語 日本語 

イ 通貨 日本国通貨 

 (4) 契約書作成の要否 

  要する。 

(5) プロポーザルの取扱い 

ア 提出されたプロポーザルは、プロポーザルの特定以外に提出者に無断で使用しないものとし



ます。 

イ 提出されたプロポーザルは、公正性、透明性を期すために、「横浜市の保有する情報の公開

に関する条例」等関連規定に基づき公開することがあります。 

ウ 提出された書類は、プロポーザルの特定を行うために必要な範囲又は公開等の際に複製を作

成することがあります。 

エ プロポーザルの提出後、OPEN YOKOHAMA 実行委員会事務局の判断により補足資料の提

出を求めることがあります。 

オ プロポーザルに虚偽の記載をした場合は、プロポーザルを無効とします。 

カ 提出された書類は返却しません。 

(6) その他 

ア プロポーザルに記載した配置予定のディレクターは、特段の事情がある場合を除き、変更す

ることはできません。また変更する場合には、同等以上の技量を有するディレクターと認めら

れるものでなければならない。 

イ プロポーザルの作成のために OPEN YOKOHAMA 実行委員会事務局において作成された

資料は、OPEN YOKOHAMA 実行委員会事務局の了解なく公表、使用することはできません。 

ウ プロポーザルは受託者の選定を目的に実施するものであり、契約後の業務においては必ずし

も提案内容に沿って実施するものではありません。 

エ プロポーザルの提出は、１者につき１案のみとします。 

オ 選定されたプロポーザルを提出した応募者とは、後日、本要請書及び特定されたプロポーザ

ル等に基づき、業務委託契約を締結します。なお、業務委託条件・仕様等は、契約段階におい

て若干の修正を行うことがあります。 

カ 概算業務価格（上限）は約 9,000 千円（税込）です。ただし印刷費は含まず印刷業者は横浜

市内の業者の中から見積もり合わせによって選定します。なお、提案書提出時には参考見積書

及び内訳書を提出するものとします。 

キ プロポーザルの評価により候補者を選定した後、概算業務価格を超えていた場合には、提案

書について交渉を行うことがあります。交渉不成立の場合は、次点業者との交渉に移ります。 

 

12  添付書類 

(1) 質問書（様式１） 

(2) 参加意向申出書（様式２－１または様式２－２） 

(3) 誓約書(様式２－３) 

(4) 提案書（様式３） 

(5) 参考見積書（様式４） 

 

13  参考書類 

OPEN YOKOHAMA 2011 実施結果報告書 

※「OPEN YOKOHAMA 2011」のガイドブック・ポスターなどの紙媒体を希望する   

場合は２月 27 日を除く 11 時から 19 時の間に OPEN YOKOHAMA 実行委員会事

務局に直接お越しください。現物をお渡しします。



（様式１）                         

平成 年 月 日 

   

OPEN YOKOHAMA 実行委員会 

 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者職氏名 

 

質  問  書 

 

業務名：OPEN YOKOHAMA 2012 キャンペーン広報物制作業務委託 

 

質  問  事  項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

回答の送付先 

担当部署   

担当者名  

電話番号  

Email  

 

 

注：質問がない場合は質問書の提出は不要です。 

 

 

 



（様式２－１） 

平成  年  月  日 

 

OPEN YOKOHAMA 実行委員会 

住    所 

商号又は名称 

代表者職氏名               印 

 

参 加 意 向 申 出 書（単 独 提 案） 

 

次の件について、プロポーザルの参加を申し込みます。 

 

件名： OPEN YOKOHAMA 2012 キャンペーン広報物制作業務委託 

 

１ 参加意向申出者 

商号又は名称  

代表者職 氏名  

住    所 
〒   －     

 

２ 書類送付等連絡先 

担当者所属  

（フリガナ） 

担当者氏名 
 

住    所 
〒   －     

電話・ＦＡＸ 

番号 

ＴＥＬ       －      － 

ＦＡＸ       －      － 

電子メールアドレス         ＠ 



（様式２－２） 

平成  年  月  日 

 

OPEN YOKOHAMA 実行委員会 

（幹事者） 

住    所 

商号又は名称 

代表者職氏名               印 

 

参 加 意 向 申 出 書（共同提案（ＪＶ）） 

次の件について、プロポーザルの参加を申し込みます。なお、幹事者および別紙の共

同提案者の合計（  ）者から構成される共同企業体（ＪＶ）を結成します。 

 

件名：OPEN YOKOHAMA 2012 キャンペーン広報物制作業務委託 
 

１ 参加意向申出者（幹事者） 

商号又は名称  

代表者職 氏名  

住    所 
〒   －     

 

２ 書類送付等連絡先（幹事者） 

担当者所属  

（フリガナ） 

担当者氏名 
 

住    所 
〒   －     

電話・ＦＡＸ 

番号 

ＴＥＬ       －      － 

ＦＡＸ       －      － 

電子メールアドレス         ＠ 

 

 

 

 

 

 



（様式２－２ 別紙） 

 

参 加 意 向 申 出 書（共同提案（ＪＶ）） 

 

 

 参加意向申出者（幹事者以外の共同提案者） 

商号又は名称  

代表者職氏名                        印 

住    所 
〒   －     

 

商号又は名称  

代表者職氏名                        印 

住    所 
〒   －     

 

商号又は名称  

代表者職氏名                        印 

住    所 
〒   －     

 

商号又は名称  

代表者職氏名                        印 

住    所 
〒   －     

 

 

  ※５者以上の共同提案者がいる場合は、この様式を複写して適宜追加してください。 

 

 

 

別紙（  ）枚中（  ）枚目

幹事者の称号又は名称 



（様式２－３） 

平成  年  月  日 

 

OPEN YOKOHAMA 実行委員会 

住    所 

商号又は名称 

代表者職氏名               印 

 

 

誓 約 書 

 

 

 下記の資格要件については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当してい

ません。 
２ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づき破産手続開始の申立てがなされた者及び

その開始決定がされている者ではありません。 

３ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更正手続開始の申立てがなされてい

る者ではありません。 

４ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされてい

る者ではありません。 

５ 参加意向申出書提出時点において、横浜市の一般競争入札の参加停止、または指名

競争入札の指名停止の措置を受けている者ではありません。 

６ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2条第

2号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者ではありません。 

７ 最近 1年間の法人税、消費税及び地方消費税を滞納している者ではありません。 

８ 本事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有しない者ではありません。 

９ 過去又は予定も含め、本公募の評価委員会の委員が属する者ではありません。 

10 宗教活動や政治活動を主たる目的とする者ではありません。 

11 OPEN YOKOHAMA 2012 広報物制作業務委託の完了まで、業務を履行できます。 



（様式３） 

平成 24 年 月 日 

OPEN YOKOHAMA 2012 キャンペーン広報物制作業務委託 提案書 
 

１ 提案事業者の概要 

事業者名 
フリガナ 

 

所在地 
〒 

 

代表者氏名 
フリガナ 

 

連絡者氏名 

及び連絡先 

フリガナ 

氏名 

住所 〒 

 

TEL（   ）   ＦＡＸ（   ） 

Email 

設立年月       年       月 

主要事業概要 

 

主な事業実績 

 

これまでの横

浜市や行政機

関からの委託

実績 

※委託事業名称・金額・時期等を記入してください（過去５年間程度） 



２ 類似実績 

行政機関、民間事業者等のキャンペーン等の広報制作にかかわる類似事業の実施実績の詳細内容を記

載（資料添付も可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ ディレクターの業務実績 

（１） ディレクターの氏名 

 

（２） ディレクターの業務実績 

 

 

 



４ 業務実施体制 

 予定従事者名 所属・役職 担当する分担業務の内容 類似事業の担当実績 

デ ィ レ

クター 

   「３ ディレクターの

業務実績」に記載 

1)    

2)    

3)    

4)    

担当者 

5)    

従 事 体

系図 

 

 注：所属・役職については、提案書の提出者以外の企業等に所属する場合は、企業名等についても

記載すること。 



５ 具体的な提案内容 

以下質問事項（【１】～【４】は必須回答）について方針・企画提案等を記載。 

※複数ページの仕様も可とする。 

※別書式も可とする。 

※画像等の添付も可とする。 

 

 質問項目 

【１】 提案にあたり、貴社の基本的な考え方 

（キャンペーンの効果的なプロモーションにつながる広報制作物に関する戦略、方向性） 

 

 

  

  

 

【２】 キービジュアル、キャッチコピーのイメージ（案）の作成方針・企画提案（※ 要画像添

付、多色刷り） 

 

 

 

 

 

【３】ガイドブックの編集方針・企画提案 

 

 

 

 

 

【４】公式ＷＥＢサイトの編集方針・企画提案 

 

 

 

 

 

【５】その他効果的だと考えるその他のキャンペーンツールの考え方（提案があれば記入） 

 

 

 

 

 
 

 

 



６ 業務スケジュール 

実施工程とスケジュール詳細を記載。 

※別書式も可とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(様式４) 

参考見積書 

 

平成  年  月  日  

 

 OPEN YOKOHAMA 実行委員会 

 

 

                        住    所 

                                   
                        商号又は名称     

                                   
                        代表者職氏名                         印 
 

 

 

 本業務の参考見積金額は次のとおりです。 

 

 

金  額 

   億 千 百 十 万 千 百 十 円 

（消費税は含みません。） 

 

 

 

件  名    OPEN YOKOHAMA 2012 キャンペーン広報物制作業務委託 

 

 

 

 

 

 

 

           ※別紙として内訳書をご提出ください。 


